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した調査によると平成 21 年度の流通情報量は 7.61*1021 ビット、1 日当りに換算すると
DVD 約 2.9 億枚相当の情報量に達してる。図 1-1 は国内における流通情報量と消費情報
量をメディアタイプ別で見たものである。流通情報全体の中でインターネット情報量の拡




図 1-1 メディアタイプ別情報量の推移 
 









している。2010 年に野村総研が行った消費者調査によれば、ここ 10 年間で最も大きく
変わった消費価値観は「周囲を見る意識」であるという。①価格が品質に見合っているか
どうかをよく検討してから買う、②使っている人の評判が気になる – という二つの消費
価値観は、ここ 10 年間で増加している。特に後者は約 2 倍になっており、購買行動にお




図 1-2 消費者価値観の変化 
 
(出所) 野村総合研究所 「生活者 1 万人アンケート 2010」 
 
表 1-1 商品に関する情報の参考度 (情報収集別) 
 
(出所) 総務省「ICT と購買行動調査報告」2006 年 





















図 1-3 ネットコミュニティと消費者行動に関する調査 
 








































が短縮されてしまう。以下の図 1-3 は 1998 年から 2006 年までに日本の主要販売店で実
際に販売された各製品の発売時点での価格を 100 とした時の相対的な価格推移を表した
ものである。発売時から販売価格が半額に下落するのに要した時間はノート PC(A4)の約
8 年、プラズマ TV の 6 年に対して、DVD レコーダー3 年・DVD プレーヤーと薄型液晶
TV が共に 2.8 年と非常に短サイクルでコモディティ化が起きていることが分かる。 
 





以下も尐なくない。調査会社 GFK ジャパンによると、国内の家電量販店の 42 型のプラ
ズマテレビの平均販売価格は、07 年の 23 万 5,000 円から、11 年上半期は 9 万 9,000 円
まで下落した。テレビ価格の目安となる画面１インチ当たりの価格は約 2,400 円で、松











ェアの交代状況を分析することでコモディティ化の広がりを説明している。   
表 1-2 は、日経新聞社の「商品・サービスシェア調査」の 1999 年から 2010 年までの 10




の 32 品目であり、非耐久消費財(10 品目)、サービス財(10 品目)、生産財(6 品目)という
結果であり、製造業のみならずサービス業においても確実にコモディティ化が広がってい
ると考えられる。また耐久財 32 品目の中でも 11 品目がデジタル家電であった。 
 
表 1-2  国内主要 100 品目におけるシェアの首位交代品目 
 
(出所) 日経新聞「主要商品・サービスシェア調査」(1999-2010) をもとに筆者作成 



















































































































































表 1-3 従来の「価値提供」と新たな「価値共創」 
 従来の価値提供 新たな価値共創 
価値創造の主体 企 業 企業と顧客 





















































サービス・ドミナント・ロジック(価値共創)という理論枠組みが、Vargo and Lusch 
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化と拡大を続けてきた (Christensen 2003)。 
 
図 2-1 コンピューター産業におけるモジュール化の変遷 
 































































ミクスを楠木(2006a)は、下記図 2-2 を用いて PC 業界を例に説明している。 
 
図 2-2 価値次元の可視性のダイナミクス 







い状態である。このフェーズは MS-DOS などが出荷された時期である。 (a フェーズ)
メーカーとユーザーは PC の価値について理解を深めやがて支配的モデルが確立され、価
値次元が一気に可視化されていく。このフェーズでは Windows 3.1 や Windows 95 な









































なり、より低価格になる。 この場合の技術の S 字カーブは通常の技術発展が示す S 字
カーブとは違う。通常は新技術が開始されてある時点から急速に右上方向に伸びていき技




図 2-3 技術発展の S 字カーブと顧客ニーズの頭打ち 
 











































表 2-1  脱コモディティ化のための戦略に関する先行研究 
研究者 脱コモディティ化対応策 研究概要 




















(4) 延岡  
(2006a,b, 2010) 




































(8) Pine and Gilmore 
(1999) 
経験経済 カスタマイゼーション 
(9) Schmitt (1999; 2003) 経験価値マネジメント 経験価値マネジメント 
(10) Prahalad and 
Ramaswamy (2004)  
価値共創プラットフォーム 価値共創を実現する経験的ネットワ
ークの構築 







(12) 青木 (2011) ブランド価値共創 ブランド価値の共創と関係性の構築 






















図 2-4 イノベーションの 4 類型：価値次元の所在と可視性 
 














































































4 意味的価値マネジメントの研究 (延岡 2006a, 2010) 
 






以下図 3-2 の通りに、商品価値 = 機能的価値 + 意味的価値 として表すことができる、
すなわち、全ての商品価値は、機能的価値と意味的価値の合計と定義している。 
 
図 2-5 商品の価値構造 (商品価値 = 機能的価値 + 意味的価値) 
 


















表 2-2 顧客が中心的に意味付ける顧客価値 
顧客価値 研究者 年代 
快楽的価値 Hirschman and Holbrook  1982 
経験価値 Schmitt  1999 
精神的価値 Khalifa  2004 
次元の見えない価値 楠木  2006 
情緒的価値 三浦  2008 
感情的価値 青木 2011 
(出所) 延岡 (2010) を元に筆者作成 
 














































































図 2-3 意味的価値と機能的価値の比較 
  機能的価値 意味的価値 
価値創出の主体 製造企業(商品) 製造企業(商品)と顧客の共創 























(1)  新たな価値創造の枠組みとしての「共創」 










図 2-7 価値共創の枠組み 
 
 

































                           
 
4 FP-6：Vargo and Lusch(2004)は、サービス・ドミナント・ロジックの前提条件として 10の前提条件(FP)を
提唱。FP-6では「顧客は常に価値の協働生産者である。」としたが、その後(2008)「顧客は常に価値の協働
創造者である」とした。 





(2)  価値共創ネットワーク= 企業と消費者の新しい関係性 





(Access)、リスク評価(Risk Management)、透明性(Transparency)の 4 要素で構成され、








































図 2-8 経験のパーソナル化 
 















































表 2-4 経験ネットワークへの移行 







































































図 2-9 顧客価値のデザインとブランド構築の方向性 
 







































































































(1) 価値共創における消費者行動の二面性   Andreasen.T.W.,et al (2010) 
Andreasen.T.W. et al(2010)は、価値共創が及ぼす態度形成への影響及び、その背後に
ある、価値共創サービスの内容と消費者の参加意向の関係性に関して研究を行っている。 
 彼らは、コペンハーゲン空港(デンマーク)周辺の 3 箇所でランダムサンプリングされた
400 名の被験者(有効回答数 300)に対して質問票による定量調査を実施した。被験者の年





































(2) 価値共創の経験的魅力による態度形成    Kohler,T. et al (2010) 
 インターネット上の仮想空間における価値共創経験の魅力が参加者の態度変容にどう影
響を与えるかという観点から実証研究を行っているのは Kohler,T. et al(2011)である。 












                           
 






















(3) 価値共創による量と質へのインパクト   Faullant,R., et al (2011) 





















図 3-3 Faullant,R., et al (2011)の実証結果 
 












(4) 意志決定プロセスへの消費者参加  Schreier,M.,et al (2010) 
Schreier,M.,et al (2010)は、一般消費財における商品化の意思決定プロセスに消費者を
参加させることで、どういう態度的変容が起きるかという観点から実証研究を行った。そ
の態度変容の指標となったのが WTP: Willingness To Pay (支払意志額)である。 
実験調査は大きく 2 つの商品カテゴリーで行われた。最初のスタディは、海外向け T
シャツブランドにおける商品化への意思決定プロセスへの参加である、毎週 5 タイプの
最終候補の中から被験者が評価し商品化への選考を行う。対象は欧州のある大学の学生






















































図 3-4 コ・クリエーションの基本原理 
 






















4. IKEA 効果 ～自分の作品への過大評価～ 
 
















た。結果は図 3-5 の様に、非創作者は、プロの作品に平均 27 セントの値付けを行い(入札
A)、素人作品には平均 5 セントの値付けをした(入札 B)。そして創作者グループは自分の
作品に対して必ずと言ってよいほど高い値段を付けた(平均 23 セント)(入札 C)。 
 
図 3-5  Michael I. Norton, Dan Ariely (2010)の実験調査の結果 
 















図 3-6 折り紙実験 (Norton and Ariely 2010) の「ORIGAMI」マニュアル 
 




























高めるという概念(延岡 2006a, 2010, 2011)を概観した。更に、新たな商品の用途開発や
価値の文脈を変換することで新たなカテゴリーを創造するというアプローチ(楠木、阿久
津  2006a)、そして顧客との経験価値を共創するというアプローチ (Prahalad & 
Ramaswamy 2004)とそれに対応した経験的ブランド構築(青木 2011) など脱コモディテ
ィ化に向けた多くの議論を概観した。 
図 4-1 はそれら脱コモディティ対応の処方箋として提唱されている各概念を顧客価値の



















図 4-1 脱コモディティ化戦略の枠組みと本研究の対象領域 
 






















































る、つまり「Cost > Value」に向かうと考える。 
 
図 4-2 本研究概念モデル 
 





















たいのと同様に、企業とも同様に価値を共創したい(Prahalad & Ramaswamy 2004)とい
う能動的な作用であり、顧客が価値創造プロセスへの能動的な参加を行うこと (藤川 
















































される(Prahalad & Ramaswamy 2006)。それらのパーソナル化された共創経験がその顧
客にとっての魅力度が高ければ、その顧客の感情的なコミットメントである態度的ロイヤ
ルティは向上すると考えられる。また、継続的な情緒的経験満足は、提供者への高い顧客




















説を導出するに際しては、既に第二章で詳細に触れたとおり、価値共創 (Prahalad & 
Ramaswamy, 2004) において、顧客と企業における共創が成立する基本要素として







































ために以下の 4 つの探索的仮説を設定する。この 4 つの仮説の検証を通して、未経験者











































































































































対象人数：3,471 名, 10 の価値共創サービスの再現率調査 
(2) 予備調査 (価値共創サービスを Web 上で疑似体験後調査) 
対象人数：12 名, 早稲田大学学部生に対して実験調査 
本調査(A) 




• 対象人数：220 名 
• 価値共創の未経験者 























① 消費財分類 (耐久消費財・非耐久消費財) 
経済産業省が定義する財別分類法(2008)により、消費財における分類を行う。消費財を
耐久物である「耐久消費財」と非耐久物である「非耐久消費財」に分類する。 











• 調査期間：2011 年 9 月 14 日～9 月 15 日 
• 調査対象：日本人男女(20 代～60 代)  3,471 名 (有効回答数、300 名) 
• サンプリング方法：ビデオリサーチ(株) 調査パネルより Web によりサンプリング 
• 調査目的：対象価値共創サービスへの参加経験者の再現率の確認 










その結果、以下図 5-1 の様になった。 
 














MC 非耐久消費財 Nike iD 1.3% 2.5% 1.4% 5.2%(181) 
  非耐久消費財 Nike + 1.1% 1.4% 2.3% 4.8%(167) 
MC 非耐久消費財 アディダス Micoach 0.6% 0.9% 1.3% 2.8%(97) 
CS 日常家具類 くらしの良品研究所 1.6% 3.2% 8.5% 13.3%(462) 
CS   謎のローソン部 1.3% 1.5% 5.7% 8.5%(295) 
CS 食品 セブンプレミアム 2.1% 2.0% 12.4% 16.5%(572) 
CS 化粧品 ＠COSME 4.2% 7.1% 3.8% 15.1%(524) 
  




na na na na 
MC: マスカスタマイゼーション型、CS: クラウドソーシング型 
 
そして、前述した前提条件としての 3 軸を基に本論文における調査の対象となる価値共
創型商品ブランド 5 つを選定した。以下に各ブランドの概要を記す。 
A) NIKE iD (ナイキアイディー) ： (株) ナイキジャパン 


















D) @COSME (アットコスメ) ： (株) アイスタイル 
＠cosme（アットコスメ）は、日本最大級の化粧品の口コミサイトである。ユーザーの
口コミレビューを中心に、化粧品の情報提供、オリジナル商品の企画などを行っている。
投稿された口コミの総数は 2010 年時点で約 800 万件。利用者は 20 代の女性が中心であ
る。口コミの投稿、検索、ランキングの閲覧が出来る。またユーザーの投稿アイデアをも
とにしたオリジナル商品の企画とその企画の商品化にむけたユーザー投票が行われている。 




















• 調査期間：2011 年 11 月 2 日～11 月 4 日 
• 調査対象者：早稲田大学商学部の学生 12 名(男性 9 名) 
• サンプリング方法：Web を使ったアンケート調査。 







買いたくないが興味有、1=購入意向・興味なし」の 5 点尺度を単一回答で集計した。 
② 結果概要 
上記の方法により予備調査を実施した結果は、表 5-2 のように有効回答数 12 のうち体験
前の購入意向度の平均値は 2.58 に対して体験後の購入意向度は 2.67 と+0.9 の上昇が見
られた。 
 
表 5-2  NIKE iD 体験前後における購入意向平均値 
対応サンプルの統計量 
 平均値 N 標準偏差 平均値の標準誤差 
ペア 1 (Q1)体験前 2.58 12 .996 .288 










































































(1) 経験者を対象とした定量調査 (本調査 A) 
• 調査目的：先に抽出した 5 つの価値共創サービスの経験者を対象に、価値共創に
よる態度形成への影響およびその背景にある価値共創の評価要因との因果関係を
定量的に分析を行いその結果を検証する。 
• 調査対象者：調査会社に登録したインターネットモニター、20 歳～65 歳の男女
2,200 名、有効回答数 1918 名。 
• 調査期間：2011 年 11 月 18 日～11 月 24 日 
• 調査方法：モニター全体約 2 万人から、年齢・性別・地域別の人口構成を配慮し
た上で無作為抽出し、5 つの価値共創サービスの経験の有無を確認。経験者のみ
抽出しオンライン調査に参加。 
• 質問項目：約 30 問 ※本論文の添付資料参照 
• 調査会社：株式会社 ビデオリサーチ 
• 指数化の方法：態度を含む間隔尺度に関しては「全くそう思わない」を 1 点、
「非常にそう思う」を 7 点で構成されるリッカート法 7 点尺度を採用。 
 




• 調査対象者：調査会社に登録したインターネットモニター、20 歳～65 歳の男女 
220 名、有効回答数 178 名。 
• 調査期間：2011 年 11 月 18 日～11 月 28 日 
• 調査方法：本調査(A)に参加したモニター1,918 名の中から、価値共創の経験のな
いサンプルから約 220 名抽出し、最終的に 178 名が実験調査へ参加。 
• 質問項目：約 32 問 ※本論文の添付資料参照 
• 調査会社：株式会社 ビデオリサーチ 
• 指数化の方法：態度を含む間隔尺度に関しては「全くそう思わない」が 1 点、
















表 5-4  分析に採用するサンプルプロファイル 
 
その他、分析に採用するサンプルプロファイルにおける年収の分布に関しては、400 万円
未満(34.3%)、400 万円～800 万円(43.1%)、800 万円以上(6.5%)と殆どの被験者が 800 万
20代 30代 40代 50代 60代 総計
会社員・公務員 94 263 287 151 28 823
会社役員 2 7 27 11 9 56
パート・アルバイト 43 72 91 32 20 258
自営業 6 32 76 50 27 191
家事専業 37 128 107 39 27 338
学生 61 1 2 0 0 64
無職 17 33 26 16 62 154
その他 3 5 11 6 9 34
男性 71 193 322 202 135 923
女性 192 348 305 103 47 995
1年未満 4 2 2 2 2 12
1年～3年未満 13 17 12 10 7 59
3年～5年未満 20 25 30 21 14 110
5年～7年未満 51 58 42 36 23 210
7年～9年未満 47 49 55 22 18 191
9年～11年未満 55 99 74 36 28 292
11年～13年未満 39 99 77 39 18 272
13年以上 34 192 335 139 72 772


















創の経験レベルである。以下、図 5-3 は本調査(A)の調査スキームである。 
 






















































最小値 最大値 下限 上限 
Group(A) 750 4.63 1.301 .048 4.53 4.72 1 7 
Group(B) 631 4.50 1.288 .051 4.40 4.60 1 7 
Group(C) 537 3.99 1.212 .052 3.89 4.09 1 7 




• Group(A)の購買関与平均スコア = 4.63 
• Group(B)の購買関与平均スコア = 4.50 




Levene 統計量 自由度1 自由度2 有意確率 




• 帰無仮説 H0：3 つのグループの母分散が等しい 
• 対立仮説 H1：3 つのグループのうち尐なくとも一つの母分散は他の母分散と異
なる。 




④ Kruskal-Wallis 検定 
一元配置分散分析に対応するノンパラメトリック検定手法として、Kruskal-Wallis 検
定を使って経験レベル分類による 3 グループ間における購買関与の差の検定を行った。
結果は表 5-7,8 に示す通り、有意確率の値から P 値=0.00 < 0.05 であり、帰無仮説
H0：3 グループ(経験レベル)の購買関与レベルに差はない。を棄却できる結果となった。 
 
表5-7  3グループの順位 
 経験レベル N 平均ランク 
 
購買関与レベル 
1 750 1053.68 
2 631 1000.90 
3 537 779.32 





表5-8  検定統計量a,b 
 購買関与レベル 
カイ 2 乗 87.782 
自由度 2 
漸近有意確率 .000 







• グループ(A) = 購買関与平均スコア = 4.63  --- 高関与層 
• グループ(B) = 購買関与平均スコア = 4.50  --- 中関与層 
• グループ(C) = 購買関与平均スコア = 3.99  --- 低関与層 
 






















































合計 分散の % 累積 % 合計 分散の % 累積 % 合計 
1 7.434 61.950 61.950 4.784 39.867 39.867 5.889 
2 1.161 9.672 71.622 3.179 26.489 66.356 5.901 
3 .814 6.787 78.409 .501 4.175 70.531 4.939 
4 .514 4.286 82.695 .612 5.099 75.630 5.652 
5 .427 3.562 86.257     
6 .388 3.231 89.488     
7 .323 2.694 92.181     
8 .252 2.101 94.283     
9 .228 1.898 96.181     
10 .175 1.462 97.643     
11 .170 1.418 99.060     




ｶｲ2乗 自由度 有意確率 




1 2 3 4 
Q15_3_ARG .936 -.023 -.005 -.048 
Q15_2_ARG .933 -.063 -.017 -.026 
Q15_8_ARG .582 .137 -.051 .138 
Q15_12_ARG .440 .057 .292 .034 
Q15_10_ARG -.127 1.026 -.011 -.015 
Q15_11_ARG .020 .860 .026 .007 
Q15_9_ARG .301 .585 -.051 .056 
Q15_5_ARG .322 .494 .070 -.014 
Q15_14_ARG -.052 .037 1.051 -.060 
Q15_13_ARG .044 -.052 .723 .134 
Q15_16_ARG .044 -.023 .068 .892 
Q15_15_ARG -.038 .082 .136 .785 




表5-13  因子相関行列 
因子 1 2 3 4 
1 1.000 .737 .586 .693 
2 .737 1.000 .590 .709 
3 .586 .590 1.000 .739 
4 .693 .709 .739 1.000 
因子抽出法: 最尤法   
 回転法: Kaiser の正規化を伴うﾌﾟﾛﾏｯｸｽ法  
 
表5-14  因子得点共分散行列 
因子 1 2 3 4 
1 2.750 2.725 3.257 2.611 
2 2.725 2.689 3.011 2.501 
3 3.257 3.011 4.145 3.376 
4 2.611 2.501 3.376 2.890 
因子抽出法: 最尤法   






















ろ以下の様に全ての因子において 0.9 以上ないしはそれに準ずる α 係数が確認された。 
 
① 第一因子の信頼性分析 







.866 .867 4 















Q15_3_ARG 12.641425126 8.576 .785 .650 .801 
Q15_2_ARG 12.696678749 8.492 .776 .636 .804 
Q15_8_ARG 12.471449280 9.031 .680 .476 .843 
Q15_12_ARG 12.796606285 9.098 .628 .399 .865 
 
② 第二因子の信頼性分析 







.911 .911 4 















Q15_10_ARG 12.597149761 10.409 .832 .714 .872 
Q15_11_ARG 12.574106284 10.697 .837 .720 .870 
Q15_9_ARG 12.411147348 11.221 .786 .619 .888 














.895 .895 2 















Q15_13_ARG 3.842850241 1.703 .810 .656 . 
Q15_14_ARG 3.975760869 1.788 .810 .656 . 
 
④ 第4因子の信頼性分析 







.937 .937 2 















Q15_15_ARG 4.090060387 1.588 .882 .778 . 























図5-5  SEM 確認的因子分析 
 
表5-23  モデル適合度 
自由度 カイ 2 乗 確率 GFI AGFI RMSEA CFI 
48 699.608 *** 0.919 0.868 0.099 0.953 


































































モデルの適合性は GFI(0.871), AGFI(0.871)と 0.9 には達していないが、CFI(0.947)、
RMSEA(0.07)といずれも適合ラインに達していると判断できる。 
表5-24  分析モデルの適合指標 (n = 1380) 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
2403.53 308 *** 0.871 0.842 0.947 0.07 










































<-- 対応な関係性 .288 .041 7.050 *** .258 
価値共創の  
魅力度 
<-- こだわり醸成 .331 .039 8.434 *** .342 
価値共創の 
魅力度 
<-- 自己表現性 .068 .031 2.216 * .076 
価値共創の 
魅力度 










.421 .039 10.899 *** .368 
態度的 
ロイヤルティ 






.494 .040 12.435 *** .468 
行動的 
ロイヤルティ 






.229 .050 4.565 *** .189 
対応な関係性 <-> こだわり醸成 .899 .044 20.349 *** .811 
こだわり醸成 <-> 自己表現性 .873 .049 17.826 *** .631 
自己表現性 <-> 機能性向上 1.177 .054 21.701 *** .808 
対応な関係性 <-> 自己表現性 .692 .041 16.737 *** .577 
対応な関係性 <-> 機能性向上 .823 .042 19.404 *** .706 
こだわり醸成 <-> 機能性向上 1.020 .050 20.232 *** .759 


























被験者は前述した NIKE iD に実際に参加し、自分の好みに応じて選択したランニング
シューズを色・素材・などを NIKE iD 上のツールを使ってカスタマイズしていく。そし
て自分専用の iD(イニシャルやメッセージ)をデザインとして施して作業完了となる。出
来上がった作品を Facebook や Twitter などのソーシャルメディアで簡単に知人にコミュ


















イルを表 5-26 にまとめる。 
 




20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 
職業 
会社員・公務員 7 28 29 23 1 88 
会社役員 0 0 1 2 0 3 
パート･アルバイト 2 5 6 3 0 16 
自営業 0 1 13 10 1 25 
家事専業 3 6 6 4 3 22 
学生 6 1 0 0 0 7 
無職 3 4 5 2 2 16 
その他 0 0 1 0 0 1 
性別 
男性 (67%) 10 29 42 34 4 119 
女性 (33%) 11 16 19 10 3 59 
ネット 
経 験 
1 年未満 1 0 1 0 0 2 
1 年～3 年未満 0 1 1 1 0 3 
3 年～5 年未満 3 1 1 2 0 7 
5 年～7 年未満 6 5 2 5 0 18 
7 年～9 年未満 4 6 4 2 1 17 
9 年～11 年未満 2 5 8 8 0 23 
11 年～13 年未満 4 8 7 5 1 25 
13 年以上 1 19 37 21 5 83 
















(1.271)、分散(1.618)という結果になった。そして中央値の 4.50 を起点に 2 つの関与別セ
グメンテーションを以下の様に設定した。 
• 購買関与スコア – 4.50 以上 ---- 高関与グループ (n=96) 
• 購買関与スコア – 4.50 未満 ---- 中低関与グループ (n=82) 
 
② 関与別セグメントの差の検定 
2 グループの差の検討を行うために、それぞれの購買関与スコアの母平均値について t 検
定を行った。その結果、高関与グループ(1) (t(176)=5.359, p<.001)と、中低関与グループ












満=0) N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
SC4購買関与 
スコア平均 
1(高関与) 96 5.3594 .73342 .07485 

















































数 12 項目に対して最尤法により探索的因子分析を行った。初期の固有値は 1.0 以上の因
子が二つでありそれぞれ 7.445、1.443 であり、第三因子の固定値が 0.753 と乖離が大き
かったために 2 因子構造が妥当であると考えられた。そこで再度 2 因子を仮定して、最
尤法・Promax 回転による因子分析を行った。その結果十分な因子負荷量を示さなかった
4 項目を分析から除外し、再度最尤法・Promax による因子分析を行った。最終的に抽出
された因子パターンと因子間相関を表 5-29 に示す。そして最終的に抽出された 2 因子で










表 5-29  価値共創の評価尺度の因子分析結果 
  項目内容 Ⅰ Ⅱ 
Q31-4 自分の好みやイメージを反映できるツールや機能が提供されている .844 .070 
Q31-5 商品化のプロセスに関われるので思った通りのモノができる .780 .064 
Q31-9 NIKE iD は自分の感性や好みを商品に反映することができる .902 .002 
Q31-10 誰も持っていない自分だけのオリジナル商品を作れるので価値を感じる .893 -.062 
Q31-11 自分で好きなように細かい部分にこだわることができる .824 .042 





Q31-16 NIKE iD によって商品の機能性(機能の新しさ/豊富さ)が向上した .095 .829 
  因子間相関 Ⅰ Ⅱ 
  Ⅰ 1.000 .645 
  Ⅱ .645 1.000 
因子抽出法：最尤法、回転法：Kaiser の正規化を伴うプロマックス法 
 





























デルの適合性は GFI(0.929), AGFI(0.892)、CFI(0.982)といずれも 0.9 以上であり、
RMSEA(0.059)も 1.0 未満でありいずれも適合ラインに達していると判断できる。 
表5-30  分析モデルの適合指標 (n = 178) 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
82.227 51 0.004 ** 0.929 0.892 0.982 0.059 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s.: p>0.1 
 










上因子の相関係数が 0.677 と高く、特に機能的価値向上因子を構成している 3 つの観測




949.63(p<0.01)であるがこれは価値共創の因子得点が 1.0 高まると WTP(支払意志額)が
¥949 上昇することを意味している。 
 
表5-31  分析モデルの推定値 (n = 178) 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、na : p>0.1 
 
(5) WTP (Willingness To Pay) の測定方法 
上記未経験者を対象とした共分散構造分析における目的変数として WTP(支払意志額)
を採用することで、価値共創による購入意向への直接的な影響度合いを測定していく。被
験者は NIKE iD で実際に自分の気に入ったランニングシューズをカスタマイズデザイン















価値共創の魅力 <-- 意味的価値向上 .711 .092 7.706 *** .609 
価値共創の魅力 <-- 機能的価値向上 .359 .075 4.793 *** .337 
WTP (¥) <-- 価値共創の魅力 949.63 252.09 3.767 *** .288 




① 価値共創経験前の WTP 測定 












サンプルに対する 4 つの質問の結果は表 5-32 の様になった。そして、全サンプルより集
計データで PSM 分析を行った結果が図 5-9 である。PSM 分析における 4 つの価格は、
それぞれ 4 つの関数曲線の交点から割り出した。PSM 分析においては PMC (Point of 
Maginal Cheapness)と PME (Point of Marginal Expensiveness)の間を価格受容帯とし
ており(杉田、守口ら 2005)が、それぞれの価格は以下の表 5-33 の結果となった。 
 
 
表 5-32  統計量 
  Q30s2_1(高い) Q30s2_2(安い) Q30s2_3(高過ぎ) Q30s2_4(安すぎ) 
有効度数 178 178 178 178 
平均値 10554.94 4900.56 13176.97 2892.02 
平均値の標準
誤差 
393.59 179.38 480.33 121.75 
中央値 10000.00 4990.00 12000.00 3000.00 
最頻値 10000 3000 10000 3000 








図 5-9  NIKE iD における PSM 分析 (n = 178) 
 
表 5-33  PSM 分析による需要価格帯(全サンプル) 
PSM 価格帯 
① PMC  
(Point of Maginal Cheapness) 
購買下限価格 
② PME  
(Point of Marginal Expensiveness) 
購買上限価格 
¥4,990  ¥7,500  
 
PSM 分析においては①PMC から②PME までの価格帯を需要価格帯としているが、本調
査での共分散構造分析における目的変数である WTP(購入意向額)は上記の PSM 分析にお
ける②の PME とした。PME は「高過ぎて購入できないと感じ始める価格」と「安いと
感じる価格」の 2 つの関数曲線の交点であり、消費者が製品やサービスを購入する際の























































































































































② 価値共創の経験後 WTP 測定方法 
経験後の WTP はプロセスの最後にその商品の販売金額が提示される。その提示金額を









Q36-2 適正価格は、   円だと思う。 
 


































































表 6-1  多母集団同時分析の対象セグメント 
対象者セグメント セグメントグループ 母数 (n) 
① 消費者関与別セグメント 
高関与グループ （A） 750 
中関与グループ (B) 630 
② 価値共創サービスの業態別セグメント 
マスカスタマイゼーショングループ (C) 636 
クラウドソーシンググループ (D) 1,716 
③ 消費財分類別セグメント 
耐久消費財グループ (E) 974 
非対称消費財グループ (F) 1,380 
 
 















表6-2  分析モデルの適合指標 
 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
2959 616 *** 0.848 0.813 0.941 0.053 














表 6-3 分析モデルのパス係数(非標準化推定値)比較 (n=1380) 
 
構成概念間の因果パス 高関与グループ 中関与グループ 
価値共創の魅力度 <--- 対等な関係性（DART） 0.303*** 0.247*** 
価値共創の魅力度 <--- こだわり醸成(内向き価値） 0.41*** 0.267*** 
価値共創の魅力度 <--- 自己表現性(外向き価値） 0.054 n.s. 0.113 n.s. 
価値共創の魅力度 <--- 機能性向上 0.204*** 0.185* 
推奨意向 <--- 価値共創の魅力度 0.773*** 0.735*** 
態度的_ロイヤルティ <--- 価値共創の魅力度 0.456*** 0.345*** 
態度的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.541*** 0.605*** 
行動的_ロイヤルティ <--- 態度的_ロイヤルティ 0.509*** 0.445*** 
行動的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.096 n.s. 0.19* 
行動的_ロイヤルティ <--- 価値共創の魅力度 0.286*** 0.11 n.s. 
対等な関係性（DART） <--> こだわり醸成(内向き価値） 0.982*** 0.773*** 
こだわり醸成(内向き価値) <--> 自己表現性(外向き価値） 0.878*** 0.811*** 
自己表現性（外向き価値） <--> 機能性向上 1.163*** 1.115*** 
対等な関係性（DART） <--> 自己表現性(外向き価値） 0.817*** 0.511*** 
対等な関係性（DART） <--> 機能性向上 0.917*** 0.678*** 
こだわり醸成(内向き価値) <--> 機能性向上 1.052*** 0.928*** 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
 












表 6-4  関与別グループ(A)(B)のパラメーター間の差に関する検定統計量 
  A7 A15 A16 A17 A18 A24 A25 A26 A27 A28 
B7 -1.414 0.49 -0.746 3.973 1.756 -6.058 -1.897 2.707 0.671 -2.453 
B15 -2.674 -0.668 -1.88 2.628 0.532 -7.459 -3.041 1.636 -0.439 -3.689 
B16 -2.688 -0.469 -1.793 3.292 0.868 -8.212 -3.059 2.002 -0.228 -3.806 
B17 -4.36 -2.228 -3.403 0.799 -1.121 -9.297 -4.571 0.185 -1.935 -5.338 
B18 -3.192 -1.302 -2.424 1.62 -0.221 -7.545 -3.51 0.904 -1.066 -4.125 
B24 4.712 6.338 4.618 13.006 8.543 -0.783 3.253 8.35 6.188 3.161 
B25 -0.16 1.847 0.442 6.201 3.378 -5.474 -0.823 4.145 1.976 -1.363 
B26 -2.844 -1.145 -2.183 1.514 -0.148 -6.681 -3.18 0.888 -0.935 -3.702 
B27 -3.977 -2.076 -3.164 0.674 -1.054 -8.273 -4.233 0.139 -1.819 -4.877 
B28 1.822 3.409 2.16 7.154 4.778 -2.256 1.073 5.353 3.473 0.766 
A は高関与グループ、B は中関与グループ 
 





して表 6-5 の通り全て有意に正の影響を与えていることが確認された。 
 





















































0.735 0.039 18.813 *** 0.772 




上記検定の結果、次の帰無仮説 1a が 1%有意確率において棄却されることを示している。 







認できなかった(表 6-5)。その検定の結果、次の帰無仮説 1b は棄却できないことを示して
いる。 





は高関与者においては仮説 1b は指示されると判断できる。 
  
(5) 仮説 2 の検証結果 
次に、推奨意向度への影響度に関して検証する。前述したように高関与グループ(A)、中
関与グループ(B)ともに価値共創から推奨意向への影響度に関して有意性が確認されてい
る。表 6-3 にある様に、両グループともにそれぞれ、高関与(0.773, p<0.01)、中関与
(0.735, p<0.01)と高い推定値が出ており、1%水準における正の影響を確認することがで
きる。よって以下の帰無仮説を棄却することができると考える。 
• 帰無仮説 2: 価値共創の魅力と推奨意向のパス係数は 0 である。 
つまり、価値共創への参加によって推奨意向へ正の有意な影響を与えると考えることが出





























3. サービスの業態別、消費財分類別の多母集団同時分析 (仮説 3,4 の
検証) 
 
第 5 章において本研究対象である価値共創型プログラムを図 6-X の様に 4 象限で整理
した。仮説 3 および 4 の検定を行うために、本調査における対象サービスの業態別のユ
ーザーグループ(C)(D)、そして消費財分類によるサービス経験者グループ(E)(F)を対象に、
多母集団同時分析を行う。 
図 6-3 本研究における調査対象サービス 
 
 






















表6-6  分析モデルの適合指標 
 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
5135.45 616 *** 0.843 0.808 0.944 0.056 





























価値共創の魅力度 <--- 対等な関係性（DART） 0.279 *** 0.411 *** 
価値共創の魅力度 <--- こだわり醸成(内向き価値） 0.494 *** 0.200 *** 
価値共創の魅力度 <--- 自己表現性(外向き価値） 0.021 n.s. 0.161 *** 
価値共創の魅力度 <--- 機能性向上 0.167 *** 0.201 *** 
推奨意向 <--- 価値共創の魅力度 0.775 *** 0.836 *** 
態度的_ロイヤルティ <--- 価値共創の魅力度 0.535 *** 0.522 *** 
態度的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.495 *** 0.489 *** 
行動的_ロイヤルティ <--- 態度的_ロイヤルティ 0.96 *** 0.387 *** 
行動的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.236 ** 0.175 *** 




対等な関係性（DART） <--> こだわり醸成(内向き価値） 0.955 *** 0.895 *** 
こだわり醸成(内向き価値) <--> 自己表現性(外向き価値） 0.882 *** 0.936 *** 
自己表現性（外向き価値） <--> 機能性向上 1.204 *** 1.207 *** 
対等な関係性（DART） <--> 自己表現性(外向き価値） 0.840 *** 0.807 *** 
対等な関係性（DART） <--> 機能性向上 1.028 *** 0.831 *** 
こだわり醸成(内向き価値) <--> 機能性向上 1.057 *** 0.966 *** 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
 
(3) 態度的および行動的ロイヤルティへの影響度 (2 母集団間の差の検定) 
 (C)(D)2 グループ間におけるパス係数で大きく差が示されているものは、図 6-4 と 6-5
のパス図を強調表現した通り、こだわり醸成->価値共創(0.494, p<0.01)、自己表現性->価
値共創(0.161, p<0.01)、態度的ロイヤルティ->行動的ロイヤルティ(0.96, p<0.01)、価値
共創->行動的ロイヤルティ(0.401, p<0.01)の 4 つのパスであった。 
 
表 6-8  サービス業態別グループ(C)(D)のパラメーター間の差に関する検定統計量 
  M7 M15 M16 M17 M18 M24 M25 M26 M27 M28 
C7 -0.192 3.412 0.437 10.699 6.101 -5.295 -6.21 3.18 9.16 0.364 
C15 -1.688 1.74 -1.213 7.297 3.837 -6.71 -7.314 1.869 7.54 -1.079 
C16 -4.43 -1.021 -4.155 3.187 0.507 -10.1 -9.865 -0.379 5.1 -3.691 
C17 -5.355 -1.64 -5.16 2.928 -0.087 -12.55 -11.20 -0.825 4.937 -4.485 
C18 -4.606 -1.05 -4.346 3.469 0.552 -10.88 -10.25 -0.379 5.257 -3.82 
C24 4.745 8.487 5.95 21.501 13.032 1.548 -1.914 7.01 13.517 4.984 
C25 -2.093 1.472 -1.635 7.371 3.638 -7.686 -7.916 1.648 7.454 -1.436 
C26 -4.74 -1.34 -4.487 2.716 0.125 -10.45 -10.14 -0.642 4.81 -3.99 
C27 -1.75 1.549 -1.296 6.605 3.491 -6.417 -7.163 1.72 7.229 -1.163 
C28 -0.672 2.943 -0.084 9.965 5.522 -5.974 -6.672 2.809 8.768 -0.086 
M：マスカスタマイゼーショングループ、C：クラウドソーシンググループ 
 
 これらの差を検定するために 2 グループ間の同一パラメーター間の差の検定を行った
結果は上記の表 6-8 にまとめた。上記の 4 つのパスの差に対する検定統計量の絶対値は




















図 6-6  耐久消費財型価値共創の共分散構造分析モデル 
 
表6-9  分析モデルの適合指標 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
4291.942 616 *** 0.849 0.814 0.947 0.055 













表 6-10 分析モデルのパス係数(非標準化推定値)比較 
構成概念間の因果パス 耐久消費財 非耐久消費財 
価値共創の魅力度 <--- 対等な関係性（DART） 0.356 *** 0.344 *** 
価値共創の魅力度 <--- こだわり醸成(内向き価値） 0.381 *** 0.281 *** 
価値共創の魅力度 <--- 自己表現性(外向き価値） 0.045 n.s. 0.188 *** 
価値共創の魅力度 <--- 機能性向上 0.219 *** 0.135 ** 
推奨意向 <--- 価値共創の魅力度 0.817 *** 0.817 *** 
態度的_ロイヤルティ <--- 価値共創の魅力度 0.568 *** 0.467 *** 
態度的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.425 *** 0.547 *** 
行動的_ロイヤルティ <--- 態度的_ロイヤルティ 0.768 *** 0.466 *** 
行動的_ロイヤルティ <--- 推奨意向 0.178 ** 0.172 ** 
行動的_ロイヤルティ <--- 価値共創の魅力度 -0.022 n.s. 0.328 *** 




こだわり醸成(内向き価値) <--> 自己表現性(外向き価値） 0.912 *** 0.963 *** 
自己表現性（外向き価値） <--> 機能性向上 1.201 *** 1.222 *** 
対等な関係性（DART） <--> 自己表現性(外向き価値） 0.840 *** 0.805 *** 
対等な関係性（DART） <--> 機能性向上 0.951 *** 0.852 *** 
こだわり醸成(内向き価値) <--> 機能性向上 1.061 *** 0.988 *** 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
(6) 2 グループのパラメーター間の差の検定量 
 2 グループ間におけるパス係数で大きく差が示されているものは、図 6-6、6-7 のパス
を強調描画した通り、態度的ロイヤルティ->行動的ロイヤルティ(0.768, p<0.01)、自己表
現性->価値共創(0.188, p<0.01)、価値共創->行動的ロイヤルティ(0.328, p<0.01)、推奨意
向->態度的ロイヤルティ(0.547, p<0.01)、の 4 つのパスであった。これらの差を検定する
ために 2 グループ間の同一パラメーター間の差の検定を行った結果は以下の表 6-11 にま
とめた。 
その結果、上記の 4 つのパスの差に対する検定統計量の絶対値は全て 1.96 を超えてい
ることを示した。この結果 4 つのパスに関しては「2 つの母集団には差が無い」という仮
説を 5%水準で棄却することができる。 
 
表 6-11  消費財分類別グループ(E)(F)のパラメーター間の差に関する検定統計量 
  T7 T15 T16 T17 T18 T24 T25 T26 T27 T28 
H7 -1.731 1.557 1.202 8.434 4.256 -7.618 -4.59 3.964 6.614 0.695 
H15 -3.743 -0.166 -0.519 5.779 2.091 -9.888 -6.336 2.236 4.874 -1.329 
H16 -4.809 -1.032 -1.388 4.598 1.049 -11.27 -7.295 1.394 4.053 -2.359 
H17 -6.371 -2.323 -2.682 2.778 -0.522 -13.21 -8.689 0.126 2.804 -3.888 
H18 -6.916 -2.954 -3.302 1.647 -1.343 -13.31 -9.121 -0.571 2.037 -4.539 
H24 5.119 7.255 6.874 20.113 12.314 -0.01 0.862 9.792 12.601 7.77 
H25 -1.713 1.531 1.18 8.235 4.175 -7.433 -4.54 3.913 6.537 0.674 
H26 -5.69 -2.279 -2.6 2.027 -0.677 -10.83 -7.867 -0.081 2.339 -3.578 
H27 -3.516 -0.353 -0.675 4.616 1.596 -8.431 -5.903 1.844 4.269 -1.402 























表 6-12 多母集団同時分析における価値共創への潜在因子の影響度 
構成概念間パス (C) (D) (E) (F) 
価値共創の魅力度 
<- 対等な関係性 0.279 *** 0.411 *** 0.356 *** 0.344 *** 
<- こだわり醸成 0.494 *** 0.200 *** 0.381 *** 0.281 *** 
<- 自己表現性 0.021 n.s. 0.161 *** 0.045 n.s. 0.188 *** 
<- 機能性向上 0.167 *** 0.201 *** 0.219 *** 0.135 ** 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
 
これにより以下の帰無仮説 3 が 1%有意確率において棄却される。 











(8) 仮説 4 の検証 
そして、表 6-10 から 4 つの全てのグループにおいて意味的価値を構成する (延岡 
2006a)こだわり価値の拡大を促す「こだわり醸成」因子が「価値共創の魅力」因子に対
して正の影響を与えていることが確認された。これにより以下の帰無仮説 4a が 
1%水準で棄却される。 


























上記の仮説 4b に関しては、表 6-10 でも示されたように 4 つのユーザーグループ
(C)(D)(E)(F)において 0.1%水準で有意性が確認された。よって以下の帰無仮説は棄却さ
れる。 





















用する。それによって 2 グループのサンプル数を仮想的に 200 名とした。その結果、分
析モデルの適合性を検証すると、表 6-11 の様に、いずれの指標でも全サンプルモデルの
適合性と同等の水準に達していることが示された。 












表6-13  分析モデルの適合指標 
カイ 2 乗 自由度 確率 GFI AGFI CFI RMSEA 
172.007 102 *** 0.869 0.800 0.959 0.063 





関与グループにおいても価値共創から WTP へのパスを含む全パス係数において 5%水準
での有意性が示された。 
価値共創から WTP へのパス係数に関して、高関与者においては 866.01(p<0.01)、中低
関与者では 686.86(p<0.05)が示されているがこれは、価値共創の因子得点が 1 高まると














価値共創の魅力 <--- 意味的価値_向上 0.632 ** 0.850*** 
価値共創の魅力 <--- 機能的価値_向上 0.390 *** 0.207** 
WTP <--- 価値共創の魅力 866.01 ** 686.86** 
機能的価値向上 <-> 意味的価値向上 0.783 ** 0.574** 
*** p<0.01、 ** 0.01<p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
 
(3) 2 グループのパラメーター間の差の検定量 
上記のパス係数比較表においては、2 グループ間で４つの構成概念間パスに差があること
が示された、その際を検定するためにパラメーター間の差に対する検定統計量を以下の表
6-13 の通り検証した。結果としては全ての検定統計量は、絶対値で 1.96 を下回っていた。




表 6-15  サービス業態別グループ(C)(D)のパラメーター間の差に関する検定統計量 
  H8 H9 H10 H11 ML8 ML9 ML10 ML11 
H8 0 
       
H9 -1.237 0 
      
H10 0.704 2.032 0 
     
H11 2.391 2.392 2.391 0 
    
ML8 1.151 2.597 0.309 -2.39 0 
   
ML9 -2.466 -1.156 -2.864 -2.392 -2.757 0 
  
ML10 -0.321 1.097 -1.004 -2.391 -1.334 1.978 0 
 





(4) 価値共創の経験前後の WTP(支払意志額)の検証 
第五章において本調査(B)の被験者における WTP(支払意志額)の測定方法を定義した。
経験前の WTP は PSM 分析を手法として採用し、2 つの価格(PCM, PME)のうち、PSM
分析上で適正価格帯の最も高額に位置付けられる PME を本調査(B)における経験前の
WTP と定義した。経験後の WTP は被験者が NIKE iD という商品化プロセスに参加した
対象商品に対する主観に基づいて提示した購入適性価格を採用した。以上の定義のもと、
「経験前 WTP < 経験後 WTP」を想定して以下の仮説 5a を設定した。そして経験後





①対応のあるサンプルの T 検定 (関与別グループの WTP の変動の検証) 
NIKE iD 経験前後の同一サンプルの母平均の差を検定するために対応のあるサンプル
に対する T 検定を行った。今回 NIKE iD の実験調査に参加したのは 179 名に対して、高
関与グループ(n=96 名)、中低関与(n=82 名)である。表 6-16 にある様に経験後の WTP 平




 平均値 N 標準偏差 平均値の標準誤差 
全サンプル178名 WTP(経験後) 10022.64 178 3848.040 288.423 
高関与グループ96名 WTP(経験後) 10705.73 96 3971.556 405.345 
中低関与グループ82名 WTP(経験後) 9222.93 82 3557.665 392.878 
 
 







表 6-17 は各母集団平均の T 検定の結果である。経験前 WTP(PME として定義)と経験後
WTP の差分の平均値は、全サンプル(n=178)では 2,523 円、高関与グループでは 3,205
円、中低関与グループでは 1,723 円となり、T 検定の結果すべて 1%水準で有意であるこ
とが確認された。この経験前の WTP は PME(購入上限額)であるため PSM 分析上は妥当
価格の最上位に位置づけられる価格である。この経験前 WTP に対する経験後 WTP の上
昇分を価格プレミアムした。、各母集団の結果は図 6-9 の様になる。 
 











  高関与グループ 














































WTP の上昇が 1%水準の有意性が確認された。 
 
(5) 仮説 5a の検証 
 以上、価値共創の未経験者(n=179)を対象とした実験調査の結果をもとに、多母集団同
時分析、及び対応のあるサンプルの T 検定を実施した。その結果、高関与者の WTP 上昇
(0.250, p<0.01)のみならず中低関与者の WTP 上昇(0.217, p<0.05)の有意性が確認された。
更に価値共創プロセスの高関与者においては経験前後の価格プレミアム平均が 3,205 円
(p<0.01)であり WTP 上昇が確認された。また低関与者においても価格プレミアム平均が
1,7322 円(p<0.01)と WTP が上昇したことが確認された。これにより以下の帰無仮説 5a
を棄却することができると考える。 























<--- 意味的価値_向上 0.632 * 0.568 * 0.85** 0.718 ** 
<--- 機能的価値_向上 0.39 ** 0.376 ** 0.207* 0.181 * 





検定結果により帰無仮説 5b が棄却される。 
• 帰無仮説 5b: 中低関与意において、意味的価値因子から価値共創へのパス係数は 0
である。 
この結果、「未経験者/中・低関与意にとって、意味的価値因子は価値共創にプラスの
影を与える。」という仮説 5b が支持されたことになる。 
 
(7) 仮説 5c の検証 
表 6-18 の結果、機能的価値の向上は価値共創因子に対して、高関与者においては正の
影響度(0.39, p<0.01)の有意性が確認された。そして中低関与者においても同様に正の影
響度(0.207, p<0.05)の有意性が示された。これにより以下の帰無仮説 5c が棄却されたこ
とになる。 
• 帰無仮説 5c: 未経験者において、機能性向上因子は価値共創の魅力因子へのパス係数









表 6-19 意味的価値と機能的価値の関係性 
構成概念間の因果パス 







機能的価値_向上 <--> 意味的価値_向上 0.783 ** 0.695 ** 0.574** 0.627 * 



























 本研究における実験調査に参加した被験者は全部で 178 名であるが、実際に価値共創
型の商品化サービスである NIKE iD を最終プロセスまで完了した被験者は 82 名であっ
た。仮説 6 においてはブランドコミットメントの変動をテーマにするために同一条件に











プロセスにおいて適合度を向上させるために AMOS の修正指数を確認したところ 2 つの
ブランドコミットメント因子の誤差変数 e7 及び e10 に非常に高い相関関係が見られたた
めに共分散パスを置いた。最終的なモデルは以下図 6-10 の通りである。分析モデルの適
合性を検証すると、表 6-26 の様になった。分析モデルは 1%水準で有意性が確認さ
れ,CFI=0.968 と高い値を示している。RMSEA は 0.097 であり、0.05 以下で良好な適合、
0.1 未満であれば適合を表し、0.1 より大きければ悪い適合を示す(Brown & Cudeck, 
1993)の解釈により適合範囲とし、本モデルを採択した上で分析を行う。 
表6-20  分析モデルの適合指標 
カイ 2 乗 自由度 確率 RFIrho1 CFI RMSEA AIC 
48.610 27 0.007 ** 0.908 0.968 0.097 102.610 
*** p<0.01、 ** 0.01p<0.05、* 0.05<p<0.1、n.s. : p>0.1 
 
















表 6-21 分析モデルのパス係数(非標準化推定値)比較 (n=178) 
      
非標準化
推定値 
標準誤差 検定統計量 確率 
標準化推
定値 
経験後 BC <-- 価値共創 0.501 0.108 4.625 *** 0.36 
経験後 BC <-- 経験前 BC 0.695 0.073 9.477 *** 0.679 
経験前 BC <-> 価値共創 0.316 0.156 2.025 * 0.253 
e7 <-> e10 0.472 0.099 4.764 *** 0.745 








価値共創経験後のブランドコミットメントは 0.37 上昇したことになる。 
表 6-22 切片の推定値 
 
推定値 標準誤差 検定統計量 確率 








ブランドコミットメント(経験後)の分散 = σ2f3 =σ2e3 + σ2f2 x w22 
• ブランドコミットメント(経験前)因子: f2 
• 経験前因子の平均 : μf2 
• 経験前因子の分散：σf2 
• ブランドコミットメント(経験後)因子：f3 
• 経験後因子の平均 : μf3 
• 経験後因子の分散：σf3 
• 経験後因子の誤差変数: e3 
• 経験前 -> 経験後のパス係数: w2 
計算の結果、経験後分散は = 0.507 + 1.698 x 0.70 2  = 1.339 となった。これは経験前























果をあらためて以下の表 6-23 にまとめる。 
 


































仮説 6 未経験者において価値共創の経験の前後で態度変容が起きる。 支持 
 





















共創の有効性を考察するための 2 つの実証研究を行った。そして、それら 2 つの実証研














































































(Access)、リスク評価(Risk Management)、透明性(Transparency)の 4 要素で構成され、























た高関与グループにおいては価値共創の前後で WTP が大きく上昇し(3,205 円, p<0.01)た。
























































































































は 5 社 5 ブランドである。網羅性を高めるために消費財市場をサービス業態と消費財分
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【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2,3を回答】 SC1で1-3の商品はその商品毎にすべてSC2を繰り返し質問。（SC1であなたが関係した商品）部分には実際の商品名を挿入
SC2 SC1であなたが関係した商品は、その「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1該当商品名を表示）」を利用する以前は、以下の項目にどれくらい当てはまっていたかお答えください。 (各 SA)
全くそう思わない 非常にそう思う








2 半年以内には買いたい * ランニングシューズとは、ランニングする人のために作られた運動シューズです。
3 時期は考えてないがそのうち買いたいと思う ランナーの足に掛かる負担を軽減するように工夫されており、
4 買いたいとは思わないが興味はある 「耐衝撃性」「軽量」「走りやすさ」などの点において、ほかの運動シューズよりも優れています。
5 買いたいとは思わないし興味もない SC3 = 5  =>終了 またファッション性にも優れており、ナイキ、アディダス、アシックス、ミズノ、リーボック
などの有名ブランドから多くの商品が出されています。
【SC3=1－4にONの人のみ】
SC4 ランニングシューズに対して、以下の項目にどれくらい当てはまるかお答えください。 (各 SA)
全くあたはあまらない 非常にあてはまる
























































































【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2を回答】
Q15 あなたが利用した、「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC１商品名表示）」の機能・価値に関する評価を1～7でお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う

















【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2を回答】
Q16 あなたは「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1商品名表示）」を経験した感想を各項目でどれくらい当てはまるかお聞かせください。 (各SA)
全くそう思わない 大変そう思う















【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2を回答】
Q18 あなたが利用した「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1商品名表示）」に対する以下の各項目について、あてはまるものをお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う
















【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2を回答】
Q19 この[ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC１商品名表示）」を利用後に関する以下の項目について、あなたに最も近いものをお答えください。 (各SA)
全くあてはあまらない 非常にあてはまる





【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2,3を回答】
Q20 あなたが、「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1商品名表示）」について人と話をする際、以下の点を好ましい話題としますか、それとも好ましくない話題としますか？ (各SA)
全くあてはあまらない 非常にあてはまる











5 その他 (具体的に：                                                                  ) (FA)
【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 1,2を回答】
Q22 あなたが利用した「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1商品名表示）」のブランドに対する以下の各項目について、あてはまるものお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う




【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 3を回答】
Q23 この「ユーザー参加型の商品（SC1商品名表示）」購入後に関する以下の項目について、あなたに最も近いものをお答えください。 (各SA)
全くあたはあまらない 非常にあてはまる





【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 3を回答】
Q24 「ユーザー参加型の商品化Webサイト（SC1商品名表示）」に対して、以下の各項目について、あてはまるものをお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う





【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 3を回答】
Q25 あなたが「ユーザー参加型商品（SC1商品名表示）」を購入・利用した感想に関して、各項目でどれくらい当てはまるかお聞かせください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う







【SC1-① or ② or ③ or ④ or ⑤ = 3を回答】
Q26 あなたが購入・利用した「ユーザー参加型商品（SC1商品名表示）」のブランドに対する以下の各項目について、あてはまるものお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う






















回答方向　⇒ 1 2 3 4 5 6 7
Q27-1 NIKE (ナイキ) についてよく知っている
Q27-2 NIKE (ナイキ) の製品・サービスをよく購入・利用していますか。




















































































Q31 あなたが体験した「NIKE iD（ナイキアイディー）」の機能・価値に関する評価を1～7でお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う















Q31-15 NIKE iD（ナイキアイディー） によって既製品のランニングシューズよりも商品の品質が良くなった
Q31-16 NIKE iD（ナイキアイディー）によって商品の機能性(機能の新しさ/豊富さ)が向上した
【SC3=1-4】
Q32 あなたが「NIKE iD（ナイキアイディー）」を経験した感想を、以下の各項目でどれくらい当てはまるかお聞かせください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う















Q34 あなたが利用した「NIKE iD（ナイキアイディー）」に対する以下の各項目について、あてはまるものをお答えください。 (各SA)
全くそう思わない 非常にそう思う



















Q36-2 適正価格は、 円だと思う。 (FA)
【SC3=1-4】
Q37 あなたが「NIKE iD（ナイキアイディー）」について人と話をする際、以下の点を好ましい話題としますか、好ましくない話題としますか？ (各SA)
全くあたはあまらない 非常にあてはまる








































5 その他 (具体的に：                                                                  ) (FA)
【SC3=1-4】
Q39 NIKE（ナイキ） ブランドに対する以下の各項目について、あてはまるものお答えください。 (各SA)
全くあたはあまらない 非常にあてはまる










Q40-2 適正価格は、 円だと思う。 (FA)
【SC3=1-4】【Q33=5】
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